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しては、法令及び定款第14条の定めに基づき、インターネット上の当社ウ
ェブサイト（http://www.nsc.co.jp）に掲載し、御提供致しております。
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1.当社グループの現況に関する事項

（1） 全般の状況

（事業の経過及び成果並びに対処すべき課題）

【全般の概況】

　当期の世界経済は、主要先進国の自律的回復に向け

た動きやアジア新興国の経済拡大により全体として緩

やかな回復を続けてきました。

　日本経済は、建築・土木投資は依然として不振が続

きましたが、当期前半は海外経済の改善や政府の景気

対策効果等を背景に景気持ち直しの動きが見られまし

た。当期後半は景気対策効果の剥落や円高の影響等に

より一時的に足踏み状態にあったものの、東日本大震

災発生までは、緩やかな回復基調が続きました。

　国内鉄鋼需要は建築・土木向けの低迷が継続する一

方、アジア新興国の旺盛な鉄鋼需要に支えられ、高水

準の輸出が維持されたことから、全国粗鋼生産量は1億

1,077万トンと前期に比べ1,432万トン増加しました。こ

うしたなか、日本鉄鋼業におきましては、世界の鋼材

需要が引き続き拡大していく一方で、国内需要は停滞

し、外需に大きく依存する傾向が強まりました。また、

供給面では東アジアで鉄源工程を中心とした新規設備

が稼働を開始するなど、世界的な大競争が激しさを増

しております。さらに、海外での旺盛な鉄鋼需要によ

る原料需給の逼迫や供給の寡占化を受けて、主原料価

格の決定サイクルが短期化（四半期化）し、原料価格

が大幅に上昇しました。

　このような足下の経営環境に鑑み、今後当社が成長

を続け企業価値を向上させていくためには、平成14年

の提携開始以降、様々な競争力強化策を共に推進し、

会社間の信頼関係も揺るぎないものとなってきた住友

金属工業㈱と経営を統合することが最善の選択である

と判断し、本年2月3日、同社との間で、来年10月1日を

目途に両社を統合するべく検討を開始することについ

て合意致しました。

　また、本年3月11日に発生しました東日本大震災によ

り、当社グループにおきましても、当社釜石製鐵所や

日鐵住金建材㈱仙台製造所などにおいて甚大な被害

を受けました。当期連結決算におきまして、東日本大

震災による特別損失として生産設備等の復旧費用を主

体に△237億円を計上致しました。

【事業分野別の概況】

　当社グループと致しましては、各事業分野において

各社がそれぞれの環境変化に対応しながら、最大限の

経営努力を重ねてまいりました。

（製鉄事業）

　製鉄事業につきましては、国内製鉄事業基盤の強化

に徹底的に取り組んでまいりました。設備・操業、安

全も含めた製造基盤の再構築を全力で推進するととも

に、新商品の開発や需要家との共同取組みによるトー

タルメリットの追求など、先進技術の追求とお客様へ

のソリューション提案を積極的に行っております。同

時に海外を中心とした成長市場の捕捉やお客様の海外

展開に即応したグローバル供給体制の構築を着実に図

っております。また、原料対策としては、優良な原料

権益の取得・使用ソースの拡大を図り、投資先からの

調達比率を向上させるなど、調達力を強化してまいり

ました。さらに、安価原料の使用拡大や固定費の徹底

的な削減等、最大限のコスト改善を継続するとともに、

需要家の皆様に御理解を賜りながら鋼材価格の改定も
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進めてまいりました。製鉄事業として売上高は3兆

4,734億円、経常利益は1,819億円となりました。

（エンジニアリング事業）

　新日鉄エンジニアリング㈱におきましては、製鉄プ

ラント、環境、エネルギー、海洋、橋梁、パイプライ

ン及び建築の各事業分野が、それぞれ独自性を発揮で

きるマーケットを絞り込み、事業を展開しております。

足下の受注環境については、アジアを中心に海外案件

は増加傾向にあるものの、国内は厳しい状況が継続し

ています。実行中のプロジェクトの万全なリスク管理

とコスト改善に注力しましたが、前期の受注規模の減

少により、エンジニアリング事業として売上高は2,549

億円、経常利益は148億円となりました。

（都市開発事業）

　㈱新日鉄都市開発におきましては、当社グループの

遊休地開発に加え、都市部の市街地再開発、老朽化マ

ンションの建替え、分譲マンションや賃貸ビルの開発

など、不動産に関わる幅広い事業を展開しております。

足下の事業環境は、マンション分譲市場において首都

圏を中心に契約率は好調に推移しましたが、ビル賃貸

市場においては、一部の新築大型物件を除き空室率は

高止まりしました。こうしたなか、特にマンション分

譲分野で首都圏大型物件の引渡しが順調に推移したこ

と等により、都市開発事業として売上高は865億円、経

常利益は92億円となりました。

（化学事業）

　新日鐵化学㈱におきましては、原油・ナフサ価格の

高騰、大分製造所の定期修理に伴うコスト増及び円高

影響等の収益悪化要因がありましたが、電炉用黒鉛電

極向けニードルコークスの販売が堅調だったこと及び

薄型テレビ・スマートフォン向け機能材料製品の販売

が伸張したことに加え、一部化学製品の市況が改善し

たことにより、化学事業として売上高は1,938億円、経

常利益は132億円となりました。

（新素材事業）

　新日鉄マテリアルズ㈱におきましては、当期前半は

主力事業分野である半導体･電子材料部材分野、特にパ

ソコン･携帯電話関連製品の販売が堅調に推移し、産業

関連･環境部材分野も回復基調となりました。当期後半

は電子材料部材分野はまだら模様の状況で推移しまし

たが、環境部材分野が堅調であったことから、新素材

事業として売上高は608億円、経常利益は21億円となり

ました。

（システムソリューション事業）

　新日鉄ソリューションズ㈱におきましては、幅広い

業種の顧客に対し、システムの企画、構築、運用・保

守を一貫して提供するとともに、顧客の投資効率向上

や環境変化に対応すべく、先進的なソリューションサ

ービスを展開しております。事業競争力及び事業体質

の強化に全社を挙げて取り組むとともに、テレコム（通

信事業）分野やIFRS（注1）対応等の体制を整備し、IT投

資拡大が見込まれる成長分野を強化致しました。クラ

ウドサービス（注2）事業については、サービスメニュー

の拡充を図るとともに、次世代高規格データセンター

建設を平成24年初頭の完成に向け進めております。シ

ステムソリューション事業として売上高は1,597億円、

経常利益は113億円となりました。

（注1） International Financial Reporting Standard 国際財務
報告基準

（注2） インターネットを基本にした新しいコンピュータの利用
形態。ユーザーはコンピュータ資源をインターネット経由
でサービスとして利用できる。

【売上・収益】

　当期の連結業績につきましては、主原料価格アップ

に見合う販売価格の改善を確保することができなかっ

たものの、輸出を中心とした高水準の需要を確実に捕

捉するとともに、最大限のコスト改善を実行したこと

等の結果、売上高は4兆1,097億円（対前期6,220億円増）、

営業利益は1,656億円（対前期1,336億円増）、経常利益
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は2,263億円（対前期2,145億円増）、当期純利益は931億

円（対前期1,047億円増）となり、対前期で増収・増益

となりました。

　各事業部門の売上高及び経常利益は、以下のとおり

であります。

（単位 億円）

製 鉄 エンジニ

アリング

都 市

開 発

化 学 新素材 ｼｽﾃﾑ

ｿﾘｭｰｼｮﾝ

調整額 合 計

売上高 34,734 2,549 865 1,938 608 1,597 △1,197 41,097

経常利益 1,819 148 92 132 21 113 △64 2,263

　また、当期の単独業績につきましては、売上高は2兆

7,084億円（対前期5,562億円増）、営業利益は576億円（対

前期1,204億円増）、経常利益は801億円（対前期1,751億

円増）、当期純利益は494億円（対前期1,070億円増）と

なりました。

【資産、負債、純資産及びキャッシュ・フロー】

　当期末の連結総資産は、原料価格上昇等によるたな

卸資産の増加（745億円）があるものの、含み益の減少

等による投資有価証券の減少（482億円）、有形・無形

固定資産の減少（442億円）等により、前期末（5兆23

億円）から15億円減少し5兆8億円となりました。

　負債につきましては、有利子負債が1兆3,378億円と

前期末（1兆3,837億円）から459億円減少したこと等を

中心に、前期末（2兆6,667億円）から467億円減少し2

兆6,199億円となりました。

　純資産につきましては、前期末の配当（1.5円/株、

94億円）やその他有価証券評価差額金の減少（535億円）

等があったものの、当期純利益931億円により前期末（2

兆3,356億円）から452億円増加し2兆3,809億円となりま

した。なお、当期末の自己資本は1兆8,607億円となり、

有利子負債自己資本比率（D／Eレシオ）は0.72となり

ました。

　当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、

税金等調整前当期純利益1,853億円に減価償却費（2,915

億円）、持分法による投資損益（779億円）等の調整を

加えた収入に対し、法人税の支払い（526億円）等があ

り、3,695億円の収入となりました。投資活動によるキ

ャッシュ・フローは、設備投資支出（3,158億円）等を

中心に、3,257億円の支出となりました。この結果、フ

リーキャッシュ・フローは437億円の収入となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、有利子負債の

返済（459億円）等を中心に、472億円の支出となりま

した。以上により、当期末における現金及び現金同等

物は762億円となりました。

【剰余金の配当・役員賞与金】

　剰余金の配当につきましては、既に中間期末は、そ

の実施を見送らせていただいたところであります。期

末の剰余金の配当につきましては、10頁に記載の「剰

余金の配当等の決定に関する方針」に従い、一株につ

き3円（年間配当金としては、前期に比し1円50銭増配。

連結配当性向20.2％）とさせていただきたく存じます。

　なお、役員賞与金につきましては、株主の皆様にお

諮りする状況にはないと判断し、支給しないことと致

します。

【今後の経営課題】

　世界経済は、欧米景気の下振れや新興国におけるイ

ンフレ圧力の高まり等のリスクが懸念されますが、全

体として引き続き回復が継続すると見込まれます。

　日本経済は、足下では東日本大震災の影響から生産が

大きく落ち込んでいますが、好調な海外経済や復興需要

に支えられ、生産面での制約が解消されるにつれて持ち

直しに向かうと期待されます。一方、生産回復の遅れ、

企業部門や家計部門の心理悪化及び原子力発電所事故収

束の長期化など、不透明感が強く残っております。

　こうしたなか、アジアを中心に引き続き海外鉄鋼需

要は堅調に推移すると見込まれます。今回の大震災は、
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製造業全体の生産設備への直接被害に留まらず、サプ

ライチェーン（供給網）障害の発生、電力不足などを

通じて、国内外の生産活動に大きな影響を及ぼし、需

要家の生産活動は足下縮小を余儀なくされていますが、

今後、生産設備の復旧等により生産活動は徐々に正常

化に向かい、国内鉄鋼需要は持ち直していくものと見

込まれます。当社グループと致しましては、引き続き

当社生産設備等の復旧に最大限の努力を傾注するとと

もに、復旧・復興に向けた動きやお客様の生産回復に

応じた鋼材の供給責任を果たし、我が国の経済立て直

しに貢献していく所存です。

　同時に、中期連結経営計画の最終年度として、安全

を含めた製造実力・設備操業基盤の再構築、技術先進

性の追求等競争力の強化、グローバル成長戦略の展開

及び世界的な環境・エネルギー問題への対応等を一層

推進してまいります。また、経営環境の変化に対しス

ピーディーかつ適正に対処することが可能となるよう、

組織業務運営の改善を着実に推進するとともに、全社

を挙げて人材育成にも取り組んでまいります。

　当社と致しましては、当期において一部めっき鋼管

製品の品質不備が発生したことを踏まえ、再発防止策

の一環として品質管理体制の整備等について、さらな

る強化・改善が必要と認識しております。引き続き各

種法令・ルールの遵守と安全・環境・防災等のリスク

管理を徹底し、市場と社会から信頼されるグループを

目指していく所存です。

　住友金属工業㈱との経営統合検討につきましては、

世界的な大競争の時代にあって、名実ともに世界トッ

プクラスの総合鉄鋼メーカーへの発展を目指し、その

実現に向け取り組んでまいります。両社がこれまで培

ってきた経営資源を結集し、得意領域の融合と相乗効

果の創出により、グローバル戦略を更に加速化すると

ともに、技術・品質・コストなどあらゆる面で世界最

高の競争力を実現してまいります。これにより、国内

外のお客様への貢献はもとより、日本及び世界経済の

発展と豊かな社会の創造にも寄与することが可能にな

ると確信しております。

【次期の見通し】

　今後の需要回復の進捗や復興需要の規模等につきま

しては、慎重に見極める必要があり、次期（平成23年度）

の鋼材需要予測を算定するにはもう暫くの時間を要し

ます。加えて、平成23年度第2四半期以降の主原料価格

について、今後各原料サプライヤー（供給者）と交渉

すること、第1四半期の主原料価格の大幅な上昇等を踏

まえた鋼材の価格改定については、各需要家との間で

交渉中であること等から、本年4月28日決算発表時点で

は主原料価格及び鋼材価格の予想を合理的に行うこと

が困難な状況にあります。

　従いまして、次期の業績予想につきましては未定と

し、合理的な算定が可能となった時点で速やかに公表

することと致しております。

　株主の皆様におかれましては、なにとぞ、以上の諸

事情を御賢察のうえ、今後ともよろしく御支援を賜り

ますようお願い申しあげます。

（2）資金調達の状況

件　　　　　　名 発行総額

200億円
150億円

発行年月日

平成22年  4月20日
平成22年  8月31日

当社　第64回無担保社債
当社　第65回無担保社債

（3）設備投資の状況

件　　　　　　名区　　分
当期継続中の
主要設備投資

当社　君　津　第2高炉改修
当社　名古屋　第5コークス炉新設

（4）事業の譲渡等の状況
　当期において重要な事業の譲渡等はありません。
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（5）生産・業績・財産・配当の推移

第 期
（当　期）

事業年度

区　分

生　産　高

粗　　鋼（万トン）

売　上　高（億円）
 （内海外売上高）

経 常 利 益（億円）

当期純利益（億円）

総　資　産（億円）

純　資　産（億円）

一株当たり当期純利益

一株当たり純資産

当社一株当たり配当額
（内一株当たり中間配当額）

連結配当性向（％）

単独配当性向（％）

第 期第 期第 期

3,623

48,269
（13,837）

5,641

3,549

51,934

24,139

56円33銭

303円33銭

11円
（5円）

19.5

29.4

3,124

47,698
（13,772）

3,361

1,550

48,706

21,748

24円60銭

265円23銭

6円
（5円）

24.4

34.7

2,992

34,877
（11,045）

118

△115

50,023

23,356

△1円83銭

293円18銭

1円50銭
（－）

－

－

3,492

41,097
（14,053）

2,263

931

50,008

23,809

14円81銭

295円84銭

※3円
（－）

※20.2

※38.3

（注1 ）※印は第87回定時株主総会において、期末の剰余金配当議
案が承認可決された場合の数値であります。

（注2 ）粗鋼生産高は、当社の生産高に子会社である大阪製鐵㈱、
新日鐵住金ステンレス㈱、新北海鋼業㈱、東海特殊鋼㈱及び
王子製鉄㈱各社の生産高を加えた数値であります。なお、王
子製鉄㈱については、第83期下期から加えております。

（注3 ）第85期の配当性向については、当期純損失が計上されてい
るため「－」と表示しております。

（6）主要な事業内容（平成23年3月31日現在）

事業区分 主要製品等
軌条、鋼矢板、H形鋼、その他形鋼
棒鋼、バーインコイル、普通線材、
特殊線材

厚板、中板、熱延薄板類、冷延薄板類
ブリキ、ティンフリースチール、
亜鉛メッキ鋼板、その他金属メッキ鋼板、
塗装鋼板
冷延電気鋼帯

製 鉄 事 業

鋼　
　
　
　
　
　

材

鋼 板

条 鋼

事業区分 主要製品等
継目無鋼管、鍛接鋼管、電縫鋼管、
電弧溶接鋼管、冷けん鋼管、
メッキ鋼管

ステンレス鋼、機械構造用炭素鋼、
構造用合金鋼、ばね鋼、軸受鋼、
耐熱鋼、快削鋼、ピアノ線材、
高抗張力鋼

スチールセグメント、NS－BOX、
メトロデッキ、H形鋼橋梁、
グレーティング、角太橋、
パンザーマスト、制振鋼板、
建築用薄板部材、コラム、溶接材料、
ドラム缶、ボルト・ナット・ワッシャー、
線材加工製品、油井管付属品、
各種建築・土木建材

製鋼用銑、鋳物用銑、鋼塊
鉄鋼スラグ製品、セメント、
鋳物用コークス

機械・電気・計装関係機器の設計・
整備・工事施工
海上運送、港湾運送、陸上運送、
荷役、倉庫業、梱包作業
材料試験・分析、作業環境測定、
技術情報の調査、各種施設運営管理、
警備保障業、原料決済関連サービス、
製鉄所建設エンジニアリング、
操業指導、各種製鉄技術付与、ロール

チタン展伸材、アルミ製品、電力、
サービス・その他

製 鉄 事 業

鋼　
　
　
　
　
　

材 鋼　　材
二次製品

特 殊 鋼

鋼 管

製鉄事業に
付帯する事業

その他

銑鉄・鋼塊他

エンジニアリング
事 業

製鉄プラント、各種産業機械・装置、工業炉、
資源循環・環境修復ソリューション、
環境プラント、水道工事
エネルギー設備プラント、化学プラント、タンク、
各種陸上・海底配管工事
各種エネルギー関連ソリューション
各種海洋構造物加工・工事、土木工事、
各種橋梁加工・工事、鋼管杭打工事
建築総合工事、鉄骨工事、各種トラス、
システム建築製品、免震・制振デバイス

新素材事業

システム
ソリューション事業

化 学 事 業

ピッチコークス、ピッチ、ナフタリン、
無水フタル酸、カーボンブラック、
スチレンモノマー、ビスフェノールA、
スチレン系樹脂、エポキシ系樹脂、各種化学製品
無接着剤FPC用銅張積層板、液晶ディスプレイ材料、
有機EL材料、高耐熱透明材料

圧延金属箔、
半導体用ボンディングワイヤー・マイクロボール、
炭素繊維複合材、太陽電池用多結晶シリコン、
排気ガス浄化用触媒担体

コンピュータシステムに関するエンジニアリング・
コンサルティング

都市開発事業 都市開発、集合住宅・その他不動産
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（7）主要な工場、研究所、支店及び海外事務所（平成23年3月31日現在）

工　　　場

研　究　所

支　　　店

海外事務所

当社　　 八幡製鐵所、室蘭製鐵所、釜石製鐵所、
広畑製鐵所、名古屋製鐵所、堺製鐵所、
君津製鐵所、大分製鐵所、東京製造所、
光鋼管部

子会社　 日鉄住金鋼板㈱　
船橋製造所、西日本製造所（尼崎）
大阪製鐵㈱　 堺工場
新日鐵住金ステンレス㈱　
鹿島製造所、光製造所、八幡製造所
北海製鉄㈱　室蘭工場
新日鐵化学㈱　
木更津製造所、広畑製造所、九州製造所、
大分製造所
㈱日鉄マイクロメタル（新日鉄マテリアル
ズ㈱子会社）　入間本社工場
The Siam United Steel（1995）Company 
Limited　ラヨン工場（タイ）

当社　　 鉄鋼研究所、先端技術研究所、
環境・プロセス研究開発センター
（以上総合技術センター、富津市）、
各技術研究部（八幡、室蘭、広畑、
名古屋、君津、大分各製鉄所所在地）

当社　　 札幌市、仙台市、新潟市、名古屋市、
大阪市、広島市、福岡市

子会社　 室蘭市、釜石市、東京都中央区、横浜市、
木更津市、君津市、富津市、東海市、
大阪市、堺市、姫路市、光市、福岡市、
北九州市、大分市

当社　　 北京、上海、広州、ニューデリー、
デュッセルドルフ

子会社　 ソウル、北京、大連、上海、蘇州、杭州、
広州、台北、シンガポール、バンコク、
ペナン（マレーシア）、クアラルンプール、
バタンガス（フィリピン）、ニューヨーク、
シカゴ、サンマテオ（米国）、
メキシコシティ、サンパウロ、
ベロオリゾンテ（ブラジル）、シドニー、
パース（豪州）

製鉄事業

エンジニアリング事業

都市開発事業

化学事業

新素材事業

システムソリューション事業

全社（共通）

合　計

 46,619 ［8,111］

 3,678 ［620］

 565 ［657］

 1,583 ［139］

 416 ［316］

 4,957 ［46］

 1,365 ［304］

 59,183 ［10,193］

事業部門 使用人数

（注1 ）臨時従業員数は、［    ］内に当期の平均人員を外数で記載し
ております。

（注2 ）当期末使用人数は、前期末使用人数（52,205名）に対し6,978
名増加しております。

（注3 ）平成23年3月31日付の退職者を除いた使用人数は、58,366名
であります。

（8）使用人の状況（平成23年3月31日現在）
●当社グループ （単位 名）

16,150名［2,674］

使用人数
40.7歳

平均年齢
20.4年

平均勤続年数

（注1 ）臨時従業員数は、［    ］内に当期の平均人員を外数で記載し
ております。

（注2 ）当期末使用人数は、前期末使用人数（15,845名）に対し305名
増加しております。

（注3 ）他社からの出向者283名は、含んでおりません。
（注4 ）当社からの出向者1,711名は、含んでおりません。

●当社  
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（9）重要な子会社等の状況（平成23年3月31日現在）
〔製鉄事業〕

会　社　名（本店所在地） 資本金 持株比率 事　業　の　内　容

11,019

8,769

5,912

5,468

5,116

5,000

   4,000

3,634

2,100

1,654

1,500

1,500

1,032

1,000

897

500

300,000

9,000百万
タイバーツ

2,523億
インドネシアルピア

783百万
タイバーツ

22百万
米ドル

21百万
豪ドル

76.7

※60.8

85.0

※41.8

100.0

80.0

100.0

65.5

80.0

100.0

100.0

85.0

100.0

100.0

51.0

※100.0

100.0

44.7

35.0

60.5

100.0

100.0

亜鉛鉄板・着色亜鉛鉄板・表面処理鋼板・建築材料の製造販売

形鋼・異形棒鋼・鉄鋼加工品・鋼片の製造販売

建築建材・土木建材・着色亜鉛鉄板・製鋼用パウダーの製造販売

機械器具の製作・据付、製鉄作業、土木建築工事の施工

鋼管の製造販売

ステンレス鋼の製造販売

海上運送、陸上運送、倉庫業

線材加工製品の製造販売

溶接材料・溶接機器の製造販売

ドラム缶の製造販売

セメント・鉄鋼スラグ製品の製造販売

セメントの製造販売

電気計装関係機器の設計・整備・工事施工

金銭の貸付、金銭債権の買取

線材二次加工製品の製造販売

港湾運送、陸上運送、荷役

優先出資証券の発行等

冷延鋼板の製造販売

ブリキの製造販売

機械構造用電縫鋼管の製造販売

米国における事業会社への投融資及び情報収集

豪州における鉱山事業への参画及び情報収集

％百万円［子会社］

日鉄住金鋼板㈱（東京都中央区）

大阪製鐵㈱（大阪市）

日鐵住金建材㈱（東京都江東区）

太平工業㈱（東京都千代田区）

日鉄鋼管㈱（東京都品川区）

新日鐵住金ステンレス㈱（東京都千代田区）

日鐵物流㈱（東京都中央区）

鈴木金属工業㈱（東京都千代田区）

日鐵住金溶接工業㈱（東京都中央区）

日鐵ドラム㈱（東京都江東区）

新日鐵高炉セメント㈱（北九州市）

日鐵セメント㈱（室蘭市）

㈱日鉄エレックス（東京都中央区）

ニッテツ・ファイナンス㈱（東京都千代田区）

日鉄東海鋼線㈱（関市）

日鐵運輸㈱（北九州市）

NS Preferred Capital Limited
（英領ケイマン諸島）

The Siam United Steel（1995） Company Limited
（タイ国バンコク市）

PT PELAT TIMAH NUSANTARA TBK.
（インドネシア国ジャカルタ市）

Siam Nippon Steel Pipe Co., Ltd.    
（タイ国ラヨン県）

Nippon Steel U.S.A., Inc. 
（米国ニューヨーク市）

Nippon Steel Australia Pty.  Limited
（豪州シドニー市）

招
集
通
知
添
付
書
類

7

報告書.indd   7報告書.indd   7 11.5.12   6:39:06 PM11.5.12   6:39:06 PM



会　社　名（本店所在地） 資本金 持株比率 事　業　の　内　容

34,896

20,983

20,182

11,026

 10,720

10,300

8,750

7,000

6,000

5,537

3,352

2,400

1,980

1,513

12,150
百万レアル

3,000
百万元

584百万
レアル

432百万
レアル

36百万
米ドル

※15.0

※20.1

※14.6

※15.0

22.6

34.0

 ※34.2

21.7

42.0

 ※42.9

※28.6

33.3

※16.0

※34.8

※27.5

38.0

※30.0

※25.4

25.0

形鋼・軌条・棒鋼・線材製品の製造販売

形鋼・異形棒鋼・自動車産業機械部品の製造販売

特殊鋼製品の製造販売

合金鉄・新素材・化学品・環境システム等の製造販売　

線材製品・ボルト・着色亜鉛鉄板の製造販売

海運業

鉄鋼・非鉄金属・機械・原燃料の売買

コークスの製造販売、石炭の販売

鋳鋼品・鍛鋼品・鋼塊・鋼片等の製造販売

耐火物の製造販売、築炉工事

コンクリート土木製品・建築製品の製造販売

金属容器・プラスチック容器・紙容器の製造販売

金属屋根・建築材料等の製造・加工・施工・販売

磨棒鋼・冷間圧造用鋼線の製造販売

鉄鋼製品の製造販売

自動車用鋼板の製造販売

溶融亜鉛メッキ鋼板の製造

ペレット製造設備の保有・リース

ブリキの製造販売

％百万円［関連会社］
合同製鐵㈱（大阪市）

トピー工業㈱（東京都品川区）

山陽特殊製鋼㈱（姫路市）

日本電工㈱（東京都中央区）

日亜鋼業㈱（尼崎市）

NSユナイテッド海運㈱（東京都千代田区）

日鐵商事㈱（東京都千代田区）

日本コークス工業㈱（東京都江東区）

日本鋳鍛鋼㈱（北九州市）

黒崎播磨㈱（北九州市）

ジオスター㈱（東京都文京区）

大和製罐㈱（東京都中央区）

三晃金属工業㈱（東京都港区）

㈱サンユウ（枚方市）

Usinas Siderúrgicas de Minas Gerais S.A.-
USIMINAS（ブラジル国ミナスジェライス州）

宝鋼新日鐵自動車鋼板有限公司
（中国上海市）

UNIGAL Ltda.
（ブラジル国ミナスジェライス州）

Companhia Nipo-Brasileira De Pelotizacao
（ブラジル国エスピリトサント州）

広州太平洋馬口鐵有限公司
（中国広州市）
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会　社　名（本店所在地） 資本金 持株比率 事　業　の　内　容

［子会社］
新日鉄エンジニアリング㈱（東京都品川区） 15,000 100.0 産業機械・装置、鋼構造物等の製造販売、建設工事の請負、

廃棄物処理・再生処理事業、電気・ガス・熱等供給事業

％百万円

〔エンジニアリング事業〕

会　社　名（本店所在地） 資本金 持株比率 事　業　の　内　容

［子会社］
㈱新日鉄都市開発（東京都中央区） 6,020 100.0 不動産の売買・賃貸

％百万円

〔都市開発事業〕

会　社　名（本店所在地） 資本金 持株比率 事　業　の　内　容

［子会社］
新日鐵化学㈱（東京都千代田区） 5,000 100.0 石炭化学製品・石油化学製品・電子材料の製造販売

％百万円

〔化学事業〕

会　社　名（本店所在地） 資本金 持株比率 事　業　の　内　容

［子会社］
新日鉄マテリアルズ㈱（東京都千代田区） 3,000 100.0 半導体・電子部品用材料・部材、金属加工品の製造販売

％百万円

〔新素材事業〕

（注1）※印は子会社保有の株式を含んでおります。
（注2 ）太平工業㈱、The Siam United Steel（1995） Company Limited及びPT PELAT TIMAH NUSANTARA TBK.（当社は同社の株主である三

井物産㈱、㈱メタルワン及び日鐵商事㈱との間でコンソーシアム契約を締結しており、4社合計で同社株式55%を保有しております。
当社はコンソーシアム内で過半数となる35%を保有しております。）は、持分は100分の50以下ですが、財務諸表等規則に定める基準に
照らして子会社としたものであります。

（注3 ）合同製鐵㈱、山陽特殊製鋼㈱、日本電工㈱及び三晃金属工業㈱は、持分は100分の20未満ですが、財務諸表等規則に定める基準に照
らして関連会社としたものであります。

会　社　名（本店所在地） 資本金 持株比率 事　業　の　内　容

［子会社］
新日鉄ソリューションズ㈱（東京都中央区） 12,952 67.0 コンピュータシステムに関するエンジニアリング・コンサルティング

％百万円

〔システムソリューション事業〕
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（11）剰余金の配当等の決定に関する方針
①剰余金の配当等

　当社は、業績に応じた利益の配分を基本として、企

業価値向上に向けた投資等に必要な資金所要、先行き

の業績見通し、連結及び単独の財務体質等を勘案しつ

つ、第2四半期末及び期末の剰余金の配当を実施する方

針と致しております。「業績に応じた利益配分」の指標と

しては、連結配当性向年間20%程度を基準と致します。

　なお、第2四半期末の剰余金の配当は、中間期業績及

び年度業績見通しを踏まえて判断することとしており

ます。

　期末の剰余金の配当につきましては、従前どおり定

時株主総会の決議によることとし、これ以外の剰余金

の配当・処分等（第2四半期末の剰余金の配当を含む。）

につきましては、機動性を確保する観点等から、定款

第36条の規定に基づき取締役会の決議によることと致

します。

②自己株式の取得

　当社は、自己株式の取得につきましては、機動性を

確保する観点から、定款第36条の規定に基づき取締役

会の決議によることと致します。取締役会においては、

機動的な資本政策等の遂行の必要性、財務体質への影

響等を考慮したうえで、総合的に判断することと致し

ております。

（10）主要な借入先（平成23年3月31日現在）

借 入 残 高借　　入　　先

1,414 
1,035
932
922
915

億円㈱ みずほコーポレート銀行
㈱ 三 菱 東 京 U F J 銀 行
日 本 生 命 保 険 　
㈱ 三 井 住 友 銀 行
明 治 安 田 生 命 保 険 　
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2.株式に関する事項（平成23年3月31日現在）

●発行可能株式総数 9,917,077,000株

●発行済株式の総数 6,806,980,977株 （内、自己株式の数 504,040,850株）

●株主数 413,593名

●上位10名の株主

持株数株　　主　　名

702
287
238
236
226
182
155
138
134
101

百万株

持株比率

11.1
4.6
3.8
3.8
3.6
2.9
2.5
2.2
2.1
1.6

％日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 ㈱

住 友 金 属 工 業 ㈱

シービーエイチケイ コリア セキュリティーズ デポジトリー

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 ㈱

日 　 本 　 生 　 命 　 保 　 険 　

㈱ み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行

資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 ㈱

明 治 安 田 生 命 保 険 　

㈱ 三 菱 東 京 U F J 銀 行

SSBT OD05 OMNIBUS ACCOUNT-TREATY CLIENTS

（注１） 持株比率は、発行済株式の総数から自己株式の数を控除したうえで計算しております。
（注２） 日本トラスティ・サービス信託銀行㈱、日本マスタートラスト信託銀行㈱及び資産管理サービス信託銀行㈱の持株のすべては、信託

業務に係る株式であります。
（注３） ㈱みずほコーポレート銀行は、上記以外に当社株式22百万株（持株比率0.4%）を退職給付信託設定しております。
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　当社は、平成18年11月9日、以下のとおり、当社が英領ケイマン諸島に設立した当社の100％出資子会社“NS 

Preferred Capital Limited”（以下「NS社」）を割当先として、ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債（劣後特約

付）（以下「本新株予約権付社債」）総額3,000億円を発行しました。NS社は、当期の末日において、本新株予約権

付社債3,000億円の全部を保有しております。

3. 新株予約権等に関する事項（平成23年3月31日現在）

【ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債の概要】

新日本製鐵株式會社2012年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債（劣後特約付）

300,000,000,000円

2012年1月20日

当社普通株式

新株予約権の行使請求に係る社債の額面金額の総額を後記転換価額で除した数

当初転換価額　740円

当該新株予約権に係る社債

2006年11月9日から2012年1月13日まで

当社は、本新株予約権付社債の社債権者に対して2012年1月13日から1ヵ月以上2ヵ月以内
の事前の通知を行った場合、本新株予約権付社債の全部又は一部を、本新株予約権付社債
の要項（以下「要項」）に定める永久劣後債と引換えに取得することができる。

当社に対して清算手続が開始され、又は破産手続開始の決定、会社更生手続開始の決定若
しくは民事再生手続開始の決定がなされた場合、本新株予約権付社債は、他の一般債権に
劣後し、要項に定める劣後支払条件が発生した場合のみ支払い（配当）の対象となる。

NS社は、2006年11月9日、㈱みずほコーポレート銀行、㈱三菱東京UFJ銀行及び㈱三井住
友銀行を割当先として、本新株予約権付社債への交換権が付されたユーロ円建交換権付優
先出資証券3,000億円を発行している。

名称

本社債の総額

償還の期限

新株予約権の目的である株式の種類

新株予約権の目的である株式の数

転換価額

新株予約権の行使に際して出資される財産

新株予約権を行使することができる期間

新株予約権の取得事由

劣後条項

その他
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大　下　　滋

小　畠　　徹

常任監査役（常勤）
太　田　順　司

監査役（常勤）
田　邊　俊　秀

吉　田　勝　成

監査役（社外監査役）
茅　　　陽　一

三　木　繁　光

木　藤　繁　夫

草　刈　隆　郎

代表取締役会長
三　村　明　夫

代表取締役社長
宗　岡　正　二

代表取締役副社長
内　田　耕　造

谷　口　進　一

黒　木　啓　介

進　藤　孝　生

岩　城　正　和

常務取締役
内　田　純　司

知的財産、技術総括、製銑技術、製鋼技術、
スラグ・セメント事業推進に関する事項管掌
各品種事業に関する事項につき、内田副社長
を補佐

上海宝山冷延・CGLプロジェクト班長
海外事業企画、原料、機材、各海外事務所に
関する事項管掌
ウジミナスプロジェクトに関する業務につき、
黒木副社長を補佐
 NSユナイテッド海運㈱　取締役
 Usinas Siderúrgicas  de Minas Gerais 
 S.A.-USIMINAS Conselhoiro（経営審議
 会正委員）
 宝鋼新日鐵自動車鋼板有限公司　董事　

東京大学名誉教授
 トヨタ自動車㈱　社外監査役
㈶地球環境産業技術研究機構　副理事長

㈱三菱東京UFJ銀行　特別顧問
 東京海上ホールディングス㈱　社外監査役
 三菱自動車工業㈱　社外監査役
 三菱電機㈱　社外取締役
 三菱倉庫㈱　社外取締役
 キリンホールディングス㈱　社外取締役　

牛島総合法律事務所　弁護士
 ㈱石井鐵工所　社外監査役
 森ビル㈱　社外監査役
東海旅客鉄道㈱　社外監査役

日本郵船㈱　相談役

 ㈱日清製粉グループ本社　取締役
 ㈱日本政策投資銀行　取締役
 ㈱産業革新機構　取締役
 東京海上ホールディングス㈱　取締役 

㈳日本経済団体連合会　副会長

営業総括、海外営業、プロジェクト開発、
各品種事業、機材、上海宝山冷延・CGLプロジェ
クト、インドC.A.P.L.プロジェクト、各支店担当
各海外事務所に関する事項につき、谷口副社
長に協力
宝鋼新日鐵自動車鋼板有限公司　副董事長

経営企画、財務、海外事業企画、原料、
各海外事務所担当
ウジミナスプロジェクトに関する事項につき、
黒木副社長に協力
㈳日本鉄源協会　会長

ウジミナスプロジェクト班長
知的財産、安全推進、技術総括、製銑技術、
製鋼技術、スラグ・セメント事業推進担当
環境に関する事項につき、進藤副社長に協力

総務、業務プロセス改革推進、人事・労政、
環境担当
安全推進に関する事項につき、黒木副社長に
協力
公益財団法人新日鉄文化財団　代表理事

技術開発本部長
 宝鋼新日鐵自動車鋼板有限公司　董事
㈶金属系材料研究開発センター　理事長

薄板事業部長、インドC.A.P.L.プロジェクト班長
営業総括に関する事項管掌
 広州太平洋馬口鐵有限公司　董事
 日鐵住金建材㈱　取締役
日鉄住金鋼板㈱　取締役　　　　

地位及び氏名 担当又は主な職業
重要な兼職の状況

地位及び氏名 担当又は主な職業
重要な兼職の状況

4.会社役員に関する事項

●当期の体制（第86回定時株主総会終結日の翌日以降）

（注1）代表取締役会長三村明夫氏は、平成22年9月30日まで㈶新日鐵文化財団理事長に就任しておりました。
（注2）代表取締役社長宗岡正二氏は、平成22年5月28日まで㈳日本鉄鋼連盟会長に就任しておりました。
（注3） 代表取締役副社長黒木啓介氏は、平成22年6月16日まで㈶鉄鋼業環境保全技術開発基金理事長に就任しておりました。
（注4） 代表取締役副社長岩城正和氏は、平成22年12月8日までThe Siam United Steel（1995） Company Limited Directorに就任しておりました。
（注5）当社は、監査役茅陽一氏の兼職先であるトヨタ自動車㈱と鋼材取引等の関係があります。
（注6）当社は、監査役三木繁光氏の兼職先である三菱自動車工業㈱及び三菱電機㈱と鋼材取引等の関係があります。
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代表取締役会長
三　村　明　夫

代表取締役社長
宗　岡　正　二

代表取締役副社長
内　田　耕　造

谷　口　進　一

進　藤　孝　生

岩　城　正　和

常務取締役
内　田　純　司

取締役
黒　木　啓　介

大　下　　滋

小　畠　　徹

常任監査役（常勤）
太　田　順　司

監査役（常勤）
田　邊　俊　秀

吉　田　勝　成

監査役（社外監査役）
茅　　　陽　一

三　木　繁　光

木　藤　繁　夫

草　刈　隆　郎

営業総括、海外営業、プロジェクト開発、
各品種事業、機材、上海宝山冷延・CGLプ
ロジェクト、インドC.A.P.L.プロジェクト、
各支店担当
各海外事務所に関する事項につき、谷口副
社長に協力

経営企画、財務、海外事業企画、原料、各
海外事務所担当
ウジミナスプロジェクトに関する事項につ
き、岩城副社長に協力

総務、業務プロセス改革推進、人事・労政、
環境担当
安全推進に関する事項につき、岩城副社長
に協力

ウジミナスプロジェクト班長
知的財産、安全推進、技術総括、製銑技術、
製鋼技術、スラグ・セメント事業推進担当
環境に関する事項につき、進藤副社長に協力

上海宝山冷延・CGLプロジェクト班長
海外事業企画、各海外事務所に関する事項管掌
ウジミナスプロジェクトに関する業務につき、
岩城副社長を補佐

社長付

社長付

社長付

東京大学名誉教授

㈱三菱東京UFJ銀行　特別顧問

牛島総合法律事務所　弁護士

日本郵船㈱相談役

●本年4月1日以降の体制
地位及び氏名 担当又は主な職業

●取締役及び監査役の報酬等の額の決定に関する方針

①方針の内容

　（ⅰ）月例報酬

　求められる能力及び責任に見合った水準を勘案して

役位別に基準額を決定し、これを当社の連結及び単独

の業績に応じて一定の範囲で変動させ、株主総会で定

められた限度額の範囲で月例報酬の配分（具体的な報

酬額の決定）を行うこととしております。

　（ⅱ）賞与

　当年度について相当額の剰余金の配当を行うことが

見込まれる場合であって、当社の連結及び単独の業績

が一定水準を満たしている場合、当該剰余金の配当額

に一定比率を乗じた取締役賞与及び監査役賞与の支給

に係る議案を株主総会に提出することとしております。

　各取締役及び各監査役への賞与の配分は、それぞれ

月例報酬の配分比率に準じるものとしております。

②方針の決定方法

　各取締役への月例報酬及び賞与の配分に関する方針

並びに取締役及び監査役への賞与の支給に係る議案の

提出に係る方針については取締役会決議により、各監

査役への月例報酬及び賞与の配分に係る方針について

は監査役の協議により決定しております。

　なお、当社は平成18年6月をもって、取締役及び監査

役に係る退職慰労金制度を廃止しております。

●当期に係る報酬等の額 （単位 円）

（注 ）上記には、平成22年6月24日開催の第86回定時株主総会の終結
の時をもって退任した取締役1名を含んでおります。

区分役員 人数 報酬等の額
取締役

監査役

　内、社外監査役

合計

11

7

4

18

報酬

報酬

報酬

報酬

698,686,000

163,560,000

38,160,000

862,246,000
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5.会計監査人に関する事項

●氏名又は名称
　　　有限責任 あずさ監査法人
 （注 ）Nippon Steel U.S.A., Inc.その他の外国子会社は、

上記の会計監査人以外の監査法人から監査を受け

ております。

●会計監査人の報酬等の額

①会計監査人としての報酬等の額 103,000,000円

② 当社及び当社子会社が支払うべき監査
証明業務の対価としての報酬等の額

596,987,500円

③ 当社及び当社子会社が支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額

617,892,500円

（注） ①については、会社法上の監査業務と金融商品取引法上の監
査業務の報酬が明確に区分されておらず、かつ実質的にも区
分できないことから、その合計値を記載しております。

●解任又は不再任の決定の方針

　当社は、法令の定めに基づき、相当の事由が生じた

場合には監査役全員の同意により監査役会が会計監査

人を解任し、また、会計監査人の監査の継続について

著しい支障が生じた場合等には株主総会に当該会計監

査人の解任又は不再任を目的とする議案を提出致しま

す。

●社外役員に関する事項

　・重要な兼職の状況等

　 　重要な兼職の状況等につきましては、13頁に記載

のとおりであります。

　・主な活動状況

　・責任限定契約に関する事項
　 　当社は、会社法第423条第1項の責任について、社外監査役
が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、
2,000万円と同法第425条第1項に定める最低責任限度額とのい
ずれか高い額を限度とする旨の契約を各社外監査役との間で
締結しております。

　・報酬等の総額
　 　社外役員の報酬等の総額につきましては、14頁に記載のと
おりであります。

区分 氏名 主な活動状況

　同氏は、当期に開催された取締役会
15回のうち11回に、監査役会17回のう
ち14回に出席し、また主要な製鉄所等
への実地調査を行うなど各部門の業務
執行状況について聴取し、これらの場に
おいてエネルギー・環境工学に関する
専門家としての知見・経験も踏まえた発
言を行っております。

　同氏は、当期に開催された取締役会
15回のうち12回に、監査役会17回のう
ち14回に出席し、また主要な製鉄所等
への実地調査を行うなど各部門の業務
執行状況について聴取し、これらの場に
おいて企業経営者としての知見・経験も
踏まえた発言を行っております。

　同氏は、当期に開催された取締役会
15回のうち14回に、監査役会17回のう
ち16回に出席し、また主要な製鉄所等
への実地調査を行うなど各部門の業務
執行状況について聴取し、これらの場に
おいて法曹としての知見・経験も踏まえ
た発言を行っております。

　同氏は、当期に開催された取締役会
15回のうち15回に、監査役会17回のう
ち17回に出席し、また主要な製鉄所等
への実地調査を行うなど各部門の業務
執行状況について聴取し、これらの場に
おいて企業経営者としての知見・経験も
踏まえた発言を行っております。

監査役

監査役

監査役

監査役

茅  　  陽  一

三  木  繁  光

木  藤  繁  夫

草  刈  隆  郎
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　内部統制システムの基本方針

　 　当社は、「新日鐵グループ企業理念」に基づき、

企業価値の継続的な向上と社会から信頼される企

業の実現を目指す。また、関連法規を遵守し、財

務報告の信頼性と業務の有効性・効率性を確保す

るため、以下のとおり内部統制システムを整備し、

適切に運用するとともに、企業統治を一層強化す

る観点から、その継続的改善に努める。

　⑴ 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制

　取締役会は、取締役会規程その他の規程に基

づき、経営上の重要事項について決定を行い、又

は報告を受ける。

　取締役は、取締役会における決定事項に基づ

き、各々の業務分担に応じて職務執行を行い、使

用人の職務執行を監督するとともに、その状況を

取締役会に報告する。

　⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理
に関する体制

　取締役会議事録をはじめとする職務執行上の

各種情報について、情報管理に関する規程に基

づき、管理責任者の明確化、守秘区分の設定等

を行った上で、適切に保管する。

　また、経営計画、財務情報等の重要な企業情

報について、法令等に定める方法のほか、適

時・的確な開示に努める。

　⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　各部門長は、自部門における事業遂行上のリ

スクの把握・評価を行い、規程等に基づき対応

する。

　安全衛生、環境・防災、情報管理、知的財産、

品質管理、財務報告の信頼性等の機能別リスク

については、当該リスク管理担当部門が全社横

断的観点から規程等を整備し、各部門に周知す

るとともに、各部門におけるリスク管理状況を

モニタリング等を通じて把握・評価し、指導・

助言を行う。また、重要事項については、経営

会議及び取締役会に報告する。

　経営に重大な影響を与える不測の事態が発生

した場合に、損害・影響等を最小限にとどめる

ため、「危機管理本部」を直ちに招集し、必要な

対応を行う。

　⑷ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを
確保するための体制
　経営計画・事業戦略や設備投資・投融資等の

重要な個別執行事項については、経常予算、設

備予算、投融資、技術開発等に関するそれぞれ

の全社委員会及び経営会議の審議を経て、取締

役会において執行決定を行う。

　取締役会等での決定に基づく業務執行は、代

表取締役をはじめとする各取締役及び各部門長

等が遂行する。また、組織規程・業務規程にお

いて各部門長の権限・責任を明確化するととも

に、必要な業務手続き等を定める。

　⑸ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制
　当社の内部統制システムの運用については、

各部門長の責任のもと各部門が自律的にマネジ

メントを行うこととする。総務部門は、社全体

の内部統制システムの構築・運用を企画・推進

6.業務の適正を確保するための体制

　 　当社が業務の適正を確保するための体制として取

締役会において決議した事項は、次のとおりであり

ます。
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する。

　各部門長は、自部門及び主管するグループ会

社における法令及び規程の遵守・徹底を図り、

業務上の法令違反行為の未然防止に努めるとと

もに、法令違反のおそれのある行為・事実を認

知した場合、すみやかに総務部門に報告する。

　総務部門にコーポレートリスクマネジメント

部を設置し、同部は、内部統制基本規程に基づ

き、各部門における法令及び規程遵守状況を把

握・評価するとともに、法令・規程違反の防止

策等の必要な措置を講じる。また、これらの内

容については、総務担当副社長を委員長とする

リスクマネジメント委員会に報告するとともに、

重要事項については、経営会議及び取締役会に

報告する。

　社員は、法令及び規程を遵守し、適正に職務を

行う義務を負う。法令違反行為等を行った社員

については、就業規則に基づき懲戒処分を行う。

　社員及びその家族、派遣社員・請負先社員等

から業務遂行上のリスクに関する相談・通報を

受け付ける内部通報制度を設置・運用する。

　法令及び規程遵守のための定期的な講習会の

実施やマニュアルの作成・配付等、社員に対す

る教育体制を整備・充実する。

　⑹ 当社及び子会社から成る企業集団における業務
の適正を確保するための体制

　当社及び各グループ会社は、「新日鐵グループ

企業理念」「新日鐵グループ社員行動指針」に基

づき、各社の事業特性を踏まえつつ、事業戦略

を共有し、グループ一体となった経営を行う。

当社取締役、部門長及びグループ会社社長は、

業務運営方針等を社員に対し周知・徹底する。

　グループ会社の管理に関しては、グループ会

社管理規程において基本的なルールを定め、そ

の適切な運用を図る。グループ会社の内部統制

システムについては、グループ会社社長の責任

のもと自律的な構築・運用を基本とする。グル

ープ会社の主管部門は、内部統制の状況を確認

し、必要な是正を求める。また、各グループ会

社にリスクマネジメント責任者を置き、当社と

各グループ会社との情報の共有化等を行い、内

部統制に関する施策の充実を図る。

　コーポレートリスクマネジメント部は、各リ

スク管理担当部門と連携し、当社グループ全体

の内部統制の状況を把握・評価するとともに、

各主管部門及び各グループ会社に対し、指導・

助言を行う。

　⑺ 監査役の監査に関する事項

　取締役及び使用人は、職務執行の状況、経営に

重要な影響を及ぼす事実等の重要事項について、

適時・適切に監査役及び監査役会に報告する。

　取締役は、内部統制システムの機能状況等の

経営上の重要事項について、取締役会、経営会

議及びリスクマネジメント委員会等において、

監査役と情報を共有し、意思の疎通を図る。

　総務部門は、監査役と定期的又は必要の都度、

経営上の重要課題等に関する意見交換を行う等、

連携を図る。また、内部通報制度の運用状況に

ついて、監査役に報告する。

　監査役の職務を補助するため、監査役事務局

を設置し、事務局員を配置する。事務局員の取

締役からの独立性を確保するため、事務局員は

専任配置とし、監査役の下で監査事務に関する

業務を行う。事務局員の人事異動・評価等につ

いて、人事部門は、監査役との協議を要するも
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7.会社の支配に関する基本方針に関する事項

　● 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の
在り方に関する基本方針の内容

　当社グループは、鉄事業を中核として、豊かな
価値の創造・提供を通じ、産業の発展と人々の暮
らしに貢献することを企業理念に掲げ、この理念
に基づき具体的経営戦略を立案・遂行し、企業の
競争力・収益力を向上させることにより、企業価
値ひいては株主共同の利益の向上を目指しており
ます。
　これらの企業理念、経営戦略が当社株式の大量
買付け行為等によってゆがめられ、結果として株
主共同の利益が損なわれることのないよう、当社
は、必要な措置を講じることと致します。即ち、
第三者から当社株式の大量買付け行為等の提案
（買収提案）がなされた場合、これを受け入れるか
否かの最終的な判断は、その時点における株主の
皆様に委ねられるべきものと考えており、株主の
皆様が買収提案について必要な情報と相当な検討
期間に基づき適切な判断を行えるよう、必要なル
ール及び手続きを定めることと致します。

　● 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財
務及び事業の方針の決定が支配されることを防止
するための取組みの概要

　　【 株式の大量買付けに関する適正ルール（買収防衛
策）の導入】
　当社は、平成18年3月開催の取締役会において、
買収を行おうとする者が具体的買付け行為を行う
前に経るべき手続きを明確かつ具体的に示した
「株式の大量買付けに関する適正ルール（買収防衛
策）」（適正ルール）の導入を決議し、適正ルール
に基づく新株予約権について発行登録を行いまし
た。適正ルールは、当社取締役会が代替案を含め
買収提案を検討するために必要な情報と相当な期

間を確保することにより、株主の皆様が買収提案
に関し、インフォームド・ジャッジメント（必要
な情報と相当な検討期間に基づいた適切な判断）
を行えるようにすること、加えて、当社の企業価
値及び株主共同の利益を損なうこととなる悪質な
株券等の大量買付けを阻止することを目的として
おります。
　当社の株券等を15％以上取得しようとする者
（買収提案者）がいる場合に、買収提案が適正ルー
ルに定める要件（必要情報及び検討期間）を満た
すときは、その時点における株主の皆様が、対抗
措置である新株予約権の無償割当ての可否に関し
直接判断を下す仕組みとなっております。新株予
約権の無償割当ては、①買収提案者が適正ルール
に定める手続きを無視した場合、②買収提案者が
裁判例上悪質と特定された4類型のいずれかに該当
し、その買収提案が株主共同の利益に対する明白
な侵害をもたらすおそれのあるものと判断される
（国際的評価を得ている法律事務所及び投資銀行の
助言等に基づく）場合、及び③株主の皆様が新株
予約権の無償割当てに賛同した場合に限られます。
　なお、当社は、適正ルールを平成18年3月に導入
した後、平成20年3月及び平成21年3月開催の取締
役会において、法令改正等に伴う修正、規定の趣
旨及び文言の明確化、株主の権利の拡充等を図る
ことを目的にその修正を行うことを決議し、内容
をそれぞれ公表しております。
　これまでの適正ルールに関する公表内容は、当
社ホームページに掲載しております。

　● 上記取組みについての取締役会の判断及びその判
断に係る理由

　適正ルールは、買収提案がなされた場合に、対
抗措置（新株予約権の無償割当て）を発動するか
否かを、株主の皆様に、必要な情報と相当な検討
期間に基づき判断していただくためのルール及び
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手続きを定めたものです。適正ルールは、買収提
案を受け入れるか否かの最終的な判断を当社株主
の皆様に委ねることにより、当社の企業価値及び
株主共同の利益の確保・向上を図る目的のもので
あり、当社の株主の共同の利益を損なうものでは
なく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的
とするものでもありません。以上から、当社取締
役会は、適正ルールが上記「当社の財務及び事業
の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本
方針」に沿うものであると判断しております。

~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~ 

（注 ）本事業報告中の記載数字は、金額については表示単位未満の端
数を切り捨てております。
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連結貸借対照表

平成23年3月31日現在

（資産の部）
流　動　資　産
現金及び預金
受取手形及び売掛金
有 価 証 券
た な 卸 資 産
繰延税金資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固　定　資　産
有形固定資産
建物及び構築物（純額）
機械装置及び運搬具（純額）
工具、器具及び備品（純額）
土 地
リース資産（純額）
建 設 仮 勘 定

無形固定資産
特許権及び利用権
ソフトウエア
の れ ん
リ ー ス 資 産

投資その他の資産
投資有価証券
長 期 貸 付 金
繰延税金資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

資　産　合　計

（負債の部）
流　動　負　債
支払手形及び買掛金
短 期 借入金
コマーシャル・ペーパー
リ ー ス債務
未 払 費 用
未払法人税等
工事損失引当金
災害損失引当金
そ の 他

固　定　負　債
社 債
長期借入金
リース債務
繰延税金負債
土地再評価に係る繰延税金負債
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
特別修繕引当金
そ の 他

負　債　合　計

（純資産の部）
株　主　資　本
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式
その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益
土地再評価差額金
為替換算調整勘定
少数株主持分
純 資 産 合 計
負債純資産合計

百万円

科　　　目 科　　　目金　    額 金　    額

1,710,575
72,760

459,906
10,186

929,284
76,261

163,629
△1,453

3,290,285
1,818,384

499,951
880,409

25,863
326,602

9,409
76,146

62,611
21,137
19,986
20,779

707

1,409,289
1,223,810

22,481
47,265

120,727
△4,994

5,000,860

百万円

1,358,338
476,592
310,150

32,000
2,969

237,247
24,783

4,504
19,131

250,959

1,261,596
385,065
602,480

5,185
36,719
12,471

155,760
4,705

21,983
37,224

2,619,935

1,794,340
419,524
114,553

1,522,786
△262,524

66,459
104,783
△3,099
11,523

△46,748
520,126

2,380,925
5,000,860

連結損益計算書
平成22年4月 1 日から
平成23年3月31日まで

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営　業　利　益

営業外収益  

受取利息及び配当金

持分法による投資利益

そ の 他

営業外費用  

支 払 利 息

そ の 他

経　常　利　益

特　別　損　失

固定資産減損損失

投資有価証券評価損

災 害 損 失

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少数株主損益調整前当期純利益

少 数 株 主 利 益

当 期 純 利 益

百万円

科　　　目 金　    額

16,116

77,918

42,257

18,355

57,205

11,416

5,820

23,720

48,740

27,466

百万円
4,109,774

3,624,987

484,787

319,181

165,605

136,292

75,561

226,335

40,958

185,377

76,206

109,171

15,972

93,199
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連結株主資本等変動計算書

前期末残高

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

連結及び持分法適用範囲の
変更等に伴う減少高

土地再評価差額金の取崩

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計

当期末残高

前期末残高

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

連結及び持分法適用範囲の
変更等に伴う減少高

土地再評価差額金の取崩

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計

当期末残高

（単位　百万円）

平成22年4月 1 日から
平成23年3月31日まで

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本
合計

その他の包括利益累計額

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

少数株主
持分

純資産
合計

419,524

－

419,524

114,345

207

207

114,553

1,441,248

△9,454

93,199

△949

△1,257

81,537

1,522,786

△262,004

△42

141

△619

△519

△262,524

1,713,114

△9,454

93,199

△42

348

△1,568

△1,257

81,225

1,794,340

 158,364 

△53,581

△53,581

104,783

△1,846

△1,252

△1,252

△3,099

10,759

763

763

11,523

△36,010

△10,737

△10,737

△46,748

131,267

△64,808

△64,808

66,459

491,294

28,831

28,831

520,126

2,335,676

△9,454

93,199

△42

348

△1,568

△1,257

△35,976

45,248

2,380,925
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●連結キャッシュ・フロー計算書

（御参考）

平成22年4月 1 日から
平成23年3月31日まで

科　　　　　目 金　　　　　額

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロ －
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロ －
そ　の　他

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高
連 結 範 囲 の 変 動 に よ る 増 減 額
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

百万円

369,500
△325,781
△47,244
△2,811

△6,336
80,470

2,123
76,256
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●セグメント情報

（御参考）

製鉄 エンジニア
リング 都市開発 化学

報告セグメント

3,432,700

40,795

3,473,495

181,968

4,429,784

1,228,362

280,695

268,833

223,763

31,177

254,941

14,883

220,512

1,391

3,417

5,366

81,553

5,003

86,556

9,273

182,735

92,011

1,530

1,130

187,242

6,653

193,896

13,244

144,957

17,693

8,135

5,661

外部顧客への売上高

売上高

セグメント間の内部売上高
又は振替高

セグメント負債
＜有利子負債＞

減価償却費

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

セグメント資産

計

セグメント利益
＜経常利益＞

新素材 システム
ソリューション

合計 調整額 連結合計

60,795

93

60,888

2,111

39,611

14,146

2,819

5,134

123,719

35,988

159,708

11,332

132,704

1,552

2,338

7,082

-

△119,711

△119,711

△6,478

△149,444

△17,306

△7,348

△5,972

平成22年4月 1 日から
平成23年3月31日まで

（単位　百万円）

4,109,774

119,711

4,229,485

232,814

5,150,305

1,355,157

298,936

293,208

4,109,774

-

4,109,774

226,335

5,000,860

1,337,851

291,587

287,236
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貸借対照表

（資産の部）
流　動　資　産
現金及び預金
売 掛 金
製 品
半 製 品
原 材 料
貯 蔵 品
前 払 金
前 払 費 用
繰延税金資産
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固　定　資　産
有形固定資産
建 物（純 額）
構築物（純額）
機械及び装置（純額）
車両運搬具（純額）
工具、器具及び備品（純額）
土 地
リース資産（純額）
建 設 仮 勘 定

無形固定資産
特許権及び利用権
ソフトウエア
リ ー ス 資 産

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
関係会社出資金
長 期 貸 付 金
長期前払費用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

資　産　合　計

（負債の部）
流　動　負　債
買 掛 金
短期借入金
コマーシャル・ペーパー
1年内償還予定の転換社債
リ ー ス債務
未 払 金
未 払 費 用
未払法人税等
前 受 金
預 り 金
災害損失引当金
そ の 他
固　定　負　債
社 債
長期借入金
リース債務
繰延税金負債
退職給付引当金
特別修繕引当金
そ の 他
負　債　合　計

（純資産の部）
株 主 資 本
資 本 金
資本剰余金
資本準備金
その他資本剰余金

利益剰余金
その他利益剰余金
特別償却準備金
投資損失準備金
特別修繕準備金
固定資産圧縮積立金
特定災害防止準備金
繰越利益剰余金

自 己 株 式
自 己 株 式

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益
純 資 産 合 計
負債純資産合計

百万円

科　　　目 科　　　目金　    額 金　    額

914,871
17,468

139,121
112,457
161,200
182,179
161,385

29,970
13,002
35,800
61,866

1,387
△968

2,646,854
1,273,470

195,542
140,661
698,241

2,476
12,042

181,613
2,983

39,910

16,786
487

16,212
86

1,356,596
632,413
615,787

23,804
379

78,758
9,124

△3,671

3,561,725

百万円

1,306,875
193,476
424,821

32,000
300,000

708
91,220

244,603
1,472

300
3,091

13,000
2,180

994,616
384,965
480,051

2,486
18,900
71,318
21,783
15,111

2,301,492

1,169,308
419,524
114,094
111,532

2,561
893,689
893,689

427
568

13,540
72,448

19
806,684

△258,000
△258,000

90,924
90,470

454
1,260,233
3,561,725

平成23年3月31日現在

損益計算書

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営業利益

営業外収益

受取利息及び配当金

そ の 他

営業外費用

支 払 利 息

そ の 他

経常利益

特　別　損　失

投資有価証券評価損

災 害 損 失

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当期純利益

百万円

科　　　目 金　    額

61,590

23,384

21,883

40,558

5,820

14,650

1,100

9,200

百万円
2,708,406

2,496,731

211,674

154,017

57,657

84,974

62,441

80,191

20,471

59,719

10,300

49,419

平成22年4月 1 日から
平成23年3月31日まで
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株主資本等

前期末残高

当期変動額

特別償却準備金の取崩

特別修繕準備金の積立

固定資産圧縮積立金の積立

固定資産圧縮積立金の取崩

特定災害防止準備金の積立

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額（ 純 額 ）

当期変動額合計

当期末残高

株 主 資 本
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

その他利益剰余金
特別償却
準備金

投資損失
準備金

特別修繕
準備金

固定資産
圧縮積立金

特定災害
防止準備金

繰越利益
剰余金

利益
剰余金
合計

自己株式
株主資本
合計

資本
剰余金
合計

その他
資本
剰余金

資本
準備金

資本金

評価・換算差額等

繰延
ヘッジ
損益

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

純資産
合計

変動計算書

前期末残高

当期変動額

特別償却準備金の取崩

特別修繕準備金の積立

固定資産圧縮積立金の積立

固定資産圧縮積立金の取崩

特定災害防止準備金の積立

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額（ 純 額 ）

当期変動額合計

当期末残高

（単位　百万円）

平成22年4月 1 日から
平成23年3月31日まで

419,524

－

419,524

111,532

－

111,532

2,566

△4

△4

2,561

114,099

△4

△4

114,094

140,250

△49,780

△49,780

90,470

1,520

△1,066

△1,066

454

141,770

△50,846

△50,846

90,924

1,271,147

－

－

－

－

－

△9,454

49,419

△40

6

△50,846

△10,914

1,260,233

716

△288

△288

427

568

－

568

11,452

2,087

2,087

13,540

76,298

2,277

△6,127

△3,849

72,448

13

6

6

19

764,674

288

△2,087

△2,277

6,127

△6

△9,454

49,419

42,010

806,684

853,724

－

－

－

－

－

△9,454

49,419

39,965

893,689

△257,971

△40

11

△28

△258,000

1,129,377

－

－

－

－

－

△9,454

49,419

△40

6

39,931

1,169,308
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連結計算書類に係る会計監査人監査報告書

謄  本 独立監査人の監査報告書

　

　当監査法人は、会社法第 4 4 4 条 第 4項 の規定に基づき、新日本製
鐵 株 式 會 社 の 平 成 2 2 年 4 月 1 日 か ら 平 成 2 3 年 3 月 3 1 日 ま で の 連 結
会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行
った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の
責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することに
ある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結
計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得
ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が
採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の
ための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公
正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、新日本製鐵株式會
社及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間
の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示して
いるものと認める。
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の
規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上●

平成23年 5 月10日
新 日 本 製 鐵 株 式 會 社

代表取締役社長　宗 岡 正 二 殿

　 　 　 　 　 　 　 　 有 限 責 任 　 あ ず さ 監 査 法 人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士　河　合　利　治　●

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士　栁　澤　秀　樹　●

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士　俵　　　洋　志　●

印

印

印
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会計監査人監査報告書

謄  本 独立監査人の監査報告書

　当 監 査 法 人 は、 会 社 法 第 4 3 6 条 第 2項 第 1号 の 規 定 に 基 づ き、 新
日 本 製 鐵 株 式 會 社 の 平 成 2 2 年 4 月 1 日 か ら 平 成 2 3 年 3 月 3 1 日 ま で
の第8 6期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につい
て監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経
営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算
書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理
的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ
れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によ
って行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附
属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査
の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国に
おいて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当
該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の
規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上●

平成23年 5 月10日
新 日 本 製 鐵 株 式 會 社

代表取締役社長　宗 岡 正 二 殿

　 　 　 　 　 　 　 　 有 限 責 任 　 あ ず さ 監 査 法 人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士　河　合　利　治　●

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士　栁　澤　秀　樹　●

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士　俵　　　洋　志　●

印

印

印

印

印

印
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監査役会監査報告書

謄  本 監　査　報　告　書

　 当 監 査 役 会 は、 平 成 2 2 年 4 月 1 日 か ら 平 成 2 3 年 3 月 3 1 日 ま で
の 第 8 6 期 事 業 年 度 に お け る 取 締 役 の 職 務 の 執 行 に 関 し て、 各 監 査
役 が 作 成 し た 監 査 報 告 書 に 基 づ き、 審 議 の 上、 本 監 査 報 告 書 を 作
成 し 、 次 の と お り 報 告 致 し ま す 。

１ ． 監 査 役 及 び 監 査 役 会 の 監 査 の 方 法 及 び そ の 内 容
　 監 査 役 会 は、 監 査 の 方 針、 監 査 の 方 法 等 を 定 め、 取 締 役 の
職 務 の 執 行 が 法 令 及 び 定 款 に 適 合 す る こ と を 確 保 す る た め の 体
制 そ の 他 株 式 会 社 の 業 務 の 適 正 を 確 保 す る た め の 体 制（ 以 下
「 内 部 統 制 シ ス テ ム 」 と い い ま す 。） の 整 備 ・ 運 用 状 況 及 び 中
期 経 営 計 画 諸 施 策 の 推 進 ・ 業 務 基 盤 整 備 状 況 を 重 点 監 査 項 目
と し て 設 定 し 、 各 監 査 役 か ら 監 査 の 実 施 状 況 及 び 結 果 に つ い て
報 告 を 受 け る ほ か 、 取 締 役 等 及 び 会 計 監 査 人 か ら そ の 職 務 の 執
行 状 況 に つ い て 報 告 を 受 け 、 必 要 に 応 じ て 説 明 を 求 め ま し た 。

　 各 監 査 役 は、 監 査 役 会 が 定 め た 監 査 の 方 針、 監 査 の 方 法 等 に 従
い、 取 締 役、 内 部 監 査 担 当 部 門 を 含 む 使 用 人 等 と 緊 密 な 意 思 疎
通 を 図 り、 情 報 の 収 集 及 び 監 査 の 環 境 の 整 備 に 努 め る と と も
に、 取 締 役 会、 経 営 会 議 等 に 出 席 し、 取 締 役 及 び 使 用 人 等 か ら
そ の 職 務 の 執 行 状 況 に つ い て 報 告 を 受 け、 必 要 に 応 じ て 説 明 を
求 め、 重 要 文 書 を 閲 覧 し、 本 社、 製 鉄 所 等 に お い て 業 務 及 び 財 産
の 状 況 を 調 査 致 し ま し た 。
　 ま た、 内 部 統 制 シ ス テ ム に 関 す る 取 締 役 会 決 議 の 内 容 及 び 当 該
決 議 に 基 づ く 内 部 統 制 シ ス テ ム の 整 備・ 運 用 状 況 に つ い て は、 取
締 役 等 の 説 明 を 受 け 、 こ れ を 精 査 し 、 意 見 を 表 明 致 し ま し た 。
　 財 務 報 告 に 係 る 内 部 統 制 に つ い て は、 こ の 他、 有 限 責 任 あ ず
さ 監 査 法 人 か ら も、 当 該 内 部 統 制 の 評 価 及 び 監 査 の 状 況 に つ い
て 報 告 を 受 け 、 必 要 に 応 じ て 説 明 を 求 め ま し た 。
　 事 業 報 告 に 記 載 さ れ て い る 会 社 の 財 務 及 び 事 業 の 方 針 の 決
定 を 支 配 す る 者 の 在 り 方 に 関 す る 基 本 方 針 等 に つ い て は、 取 締 役
会 そ の 他 に お け る 審 議 の 状 況 等 を 踏 ま え、 そ の 内 容 に つ い て 検 討
を 加 え ま し た。 子 会 社 に つ い て は、 子 会 社 の 取 締 役 及 び 監 査 役 等 と
意 思 疎 通 及 び 情 報 の 交 換 を 図 り、 必 要 に 応 じ て、 子 会 社 か ら 事
業 の 報 告 を 受 け 、 説 明 を 求 め ま し た 。

　 以 上 の 方 法 に 基 づ き 、 当 該 事 業 年 度 に 係 る 事 業 報 告 及 び そ の
附 属 明 細 書 に つ い て 検 討 致 し ま し た 。

　 さ ら に、 会 計 監 査 人 が 独 立 の 立 場 を 保 持 し、 か つ、 適 正 な 監 査
を 実 施 し て い る こ と を 確 認 す る と と も に、 会 計 監 査 人 か ら そ の 職
務 の 執 行 状 況、 監 査 の 方 法 及 び 結 果 に つ い て 報 告 を 受 け、 必 要 に
応 じ て 説 明 を 求 め ま し た。 ま た、 会 計 監 査 人 か ら 職 務 の 遂 行 が
適 正 に 行 わ れ る こ と を 確 保 す る た め の 体 制 を 整 備 し て い る 旨
の 通 知 を 受 け 、 必 要 に 応 じ て 説 明 を 求 め ま し た 。
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以　上

　 以 上 の 方 法 に 基 づ き、 当 該 事 業 年 度 に 係 る 計 算 書 類（ 貸 借 対 照
表、 損 益 計 算 書、 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 及 び 個 別 注 記 表 ） 及 び
そ の 附 属 明 細 書 並 び に 連 結 計 算 書 類（ 連 結 貸 借 対 照 表、 連 結 損 益 計
算 書、 連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 及 び 連 結 注 記 表 ） に つ い て 検
討 致 し ま し た 。

２．監 査 の 結 果
（1）事 業 報 告 等 の 監 査 結 果
　一 　事 業 報 告 及 び そ の 附 属 明 細 書 は、 法 令 及 び 定 款 に 従 い、 会 社

の状況を正しく示しているものと認めます。
　二 　取 締 役 の 職 務 の 執 行 に 関 す る 不 正 の 行 為 又 は 法 令 も し く は

定 款 に 違 反 す る 重 大 な 事 実 は 認 め ら れ ま せ ん 。
　三 　内 部 統 制 シ ス テ ム に 関 す る 取 締 役 会 決 議 の 内 容 は 相 当 で あ る

と 認 め ま す。 ま た、 当 該 内 部 統 制 シ ス テ ム の 整 備・ 運 用 状 況 に
つ い て は、 継 続 的 な 改 善 が 図 ら れ て い る も の と 認 め ま す。
な お、 財 務 報 告 に 係 る 内 部 統 制 に つ い て は、 有 効 で あ る 旨
の 報 告 を 取 締 役 及 び 有 限 責 任 あ ず さ 監 査 法 人 か ら 受 け て お
り ま す 。

　四 　事 業 報 告 に 記 載 さ れ て い る 会 社 の 財 務 及 び 事 業 の 方 針 の
決 定 を 支 配 す る 者 の 在 り 方 に 関 す る 基 本 方 針 に つ い て は 、
指 摘 す べ き 事 項 は 認 め ら れ ま せ ん 。 事 業 報 告 に 記 載 さ れ て
い る 基 本 方 針 に 照 ら し て 不 適 切 な 者 に よ っ て 会 社 の 財 務 及
び 事 業 の 方 針 の 決 定 が 支 配 さ れ る こ と を 防 止 す る た め の 取 組 み
は 、 当 該 基 本 方 針 に 沿 っ た も の で あ り 、 当 社 の 株 主 共 同 の 利
益 を 損 な う も の で は な く 、 か つ 、 当 社 の 会 社 役 員 の 地 位 の
維 持 を 目 的 と す る も の で は な い と 認 め ま す 。

（2）計 算 書 類 及 び そ の 附 属 明 細 書 の 監 査 結 果
　 　会 計 監 査 人 有 限 責 任 あ ず さ 監 査 法 人 の 監 査 の 方 法 及 び 監 査
の 結 果 は 相 当 で あ る と 認 め ま す 。

（3）連 結 計 算 書 類 の 監 査 結 果
　 　会 計 監 査 人 有 限 責 任 あ ず さ 監 査 法 人 の 監 査 の 方 法 及 び 監 査
の 結 果 は 相 当 で あ る と 認 め ま す 。

　　　　　　　　　　　　平成23年 5 月12日
新日本製鐵株式會社　監査役会

常任監査役（常勤）　　太田　順司　◯印

監　査　役（常勤）　　田邊　俊秀　◯印

監　査　役（常勤）　　吉田　勝成　◯印

監査役（社外監査役）　 茅　　陽一　◯印

監査役（社外監査役）　 三木　繁光　◯印

監査役（社外監査役）　 木藤　繁夫　◯印

監査役（社外監査役）　 草刈　隆郎　◯印
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新日鐵グループ企業理念

基本理念
新日鐵グループは、鉄事業を中核として、豊かな価値の創造・提供を通じ、
産業の発展と人々の暮らしに貢献します。

経営理念
１．社会と共生し、社会から信頼されるグループであり続けます。
２．たゆまず技術の創造と革新に挑戦し、技術で世界をリードします。
３．変化を先取りし、さらなる進歩を目指して、自らの変革に努めます。
４．人を育て、人を活かし、活力に溢れるグループを目指します。

　以上の理念のもと、公正かつ透明な経営を行います。

事 業 年 度 の 末 日

定 時 株 主 総 会

同 基 準 日

剰余金の配当基準日

電子公告を掲載する
ホームページアドレス

定款及び株式取扱規程

株 主 名 簿 管 理 人

株主名簿管理人事務取扱所
（郵便物送付先・電話照会先）

株式事務の取扱いについて

〒100-8071
東京都千代田区丸の内二丁目6番1号
　　03-6867-4111（代表）
http://www.nsc.co.jp

●住所変更、単元未満株式の買取り・
売渡しのお申出先
株主様の口座のある証券会社にお申し
出ください。
なお、証券会社に口座がないため特別
口座が開設されました株主様は、特別
口座の口座管理機関である中央三井信
託銀行株式会社にお申し出ください。

●未払配当金の支払い
株主名簿管理人である中央三井信託銀
行株式会社にお申し出ください。

●単元未満株式の買取り・売渡しに係
る手数料
別途定める金額（「株式取扱規程」（当社
ホームページhttp://www.nsc.co.jpに掲載中）
を御参照ください。）

毎年3月31日

毎年6月下旬

定時株主総会において権利を行使すべき株主は、毎
年3月31日の最終の株主名簿に記録の議決権を有す
る株主とします。

毎年3月31日、9月30日及びその他取締役会が定め
る日の最終の株主名簿に記録の株主又は登録質権者
に対して剰余金の配当をすることができます。

当社ホームページ　http://www.nsc.co.jp

当社ホームページ http://www.nsc.co.jp の
「投資家・株主情報」に開示しています。

中央三井信託銀行株式会社
　東京都港区芝三丁目33番 1号

中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
　〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目８番４号
当社株主様専用ダイヤル 
　0120-78-5401（フリーダイヤル）
株主名簿管理人代表電話 
　0120-78-2031（フリーダイヤル）
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